2011年以中国为主题的《朝日新闻》“社论”
一、中国と向き合う―異質論を超えて道を開け
2011年1月4日
　北朝鮮による砲撃を受けた韓国の大延坪島（テヨンピョンド）。島民の多くが本土の仁川市などに一時転居して、火が消えたような正月になった。 
　約６０年前に朝鮮戦争が休戦となった後、北朝鮮からの直接の軍事攻撃で韓国内の民間人が犠牲になったのは初めてだ。戦争中もこの島では被害がなかったという。島民が受けた衝撃は計りしれないし、怒りは収まらない。 
　韓国では、EQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(じょうき),常軌)を逸した北朝鮮を支え続ける中国への不満も大きい。 
　昨春のEQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(しょうかいかん),哨戒艦)沈没事件と同様に、砲撃事件でも、中国政府は北朝鮮を批判しなかった。それどころか、中国が同意せず、国連安全保障理事会は北朝鮮への非難声明を出せなかった。韓国民の中国へのいらだちは当然だ。 
　その一方で、「中国を本格的に学び直そう」という提言が、韓国のメディアや政界をにぎわす。 
　韓国が、中国と国交を結んだのは１９９２年。このころ、中国は８９年の天安門事件による国際的な孤立から完全には抜け出せていなかった。 
■隣国を改めて学ぶ 
　今、韓国にいる留学生の６割近くが中国人で、中国で学ぶ外国人学生の３分の１が韓国人というように、交流は予想を超えて幅広くなった。 
　中国も国交樹立時とは様変わりし、米国に迫る大国になった。軍事力は急速に強大になり、なかでも海軍力の増強が目覚ましい。中国は東アジアの安全保障環境さえ変えつつある。 
　そして、米中関係は世界の安定に最も重要な二国間関係になりつつある。それなのに、中国の政治や外交は読み切れない。 
　米国との関係をEQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(きじく),基軸)としつつ、中国を深く研究しなければならない理由である。それは日本も同じだ。 
　中国は共産党体制で、政策の決定過程はブラックボックスのようだ。しかし、「異質」と決めつけるだけで、手をこまねいているわけにはいかない。 
　波乱続きの日中関係を振り返ると、なおさらそうだ。日中関係の発展は米中関係の安定や、アジア太平洋地域の平和に寄与できるだけに残念だった。 
　「発展すればするほど謙虚であるべきで、無思慮に他人を批判してはならない。分を越えたことは言わず、分を越えたことはしてはならない」 
　中国を改革開放に導いたトウ（トウ＝登におおざと）小平氏の言葉だ。才能を覆い隠し目立たせないというこの「韜光養晦（とうこうようかい）」路線は放棄したとしか見えぬ中国だが、トウ氏は次のようにも述べている。 
　「内政にはいかなる者の干渉も決して許すことができないし、中国は一切譲歩できない」 
　とはいえ、中国はこれまで「発展こそ確かな道理」といったトウ氏の教えに忠実に、経済発展に力を入れてきた。経済が最大の国益だったのだ。 
■国益の変化に注目 
　経済優先は、中国の自信をよみがえらせたようだ。発展とともに強まるナショナリズムを背景に、主権や領土も中国当局にとって、おろそかに出来ぬ国益となった。この変化を凝視しないと日本の国益を損ないかねない。 
　日中が尖閣問題で対立していた昨年９月、中国とロシアの首脳会談が開かれ、次のような共同声明が出された。 
　「主権や統一、領土保全などの核心利益にかかわる問題での互いの支持が戦略的協力の重要な中身だ」 
　北方領土と尖閣諸島の問題での共闘宣言ともとれる。この直後、メドベージェフ大統領が北方領土を訪れた。中国が繰り広げる外交を広い文脈から見なくてはならない。 
　独裁国の中国とは人脈など作れないと考える人が、民主党の一部にいるようだ。だが、それは考え違いである。米中関係を見ればわかる。 
　米国と中国は人民元や貿易、台湾への武器供与などで日中以上にぎくしゃくしてきたが、ゲーツ米国防長官が近く北京を訪れる。胡錦濤（フー・チンタオ）主席は今月、国賓として５年ぶりに訪米する。 
　大国同士の戦略的外交の一環ではあるが、米中関係を支える下地としての幅広い民間交流があってのことだ。 
　米中関係の扉を開いたキッシンジャー元国務長官の訪中は、１００回を大幅に上回る。ロック商務長官は長年、対中ビジネスのアドバイザーを務めていた。米中関係の復元力の強さの一因は、やはり人間関係なのだ。 
　自民党に比べて中国とのつながりが希薄な民主党は、中国とのパイプ構築に全力を注がなければならない。 
　そのうえで、政府間や政党間にある対話のチャンネルを、米中戦略・経済対話のように活性化させる。そうやってこそ、政治や経済、安保、環境などの問題に、戦略的に取り組めるのだ。 
■ネット世論を使う 
　中国側を理解、納得させ、行動に移させるために、その４億人を超すネチズン（ネット市民）に日本の考えを、政府だけでなく民間も発信していくことが重要だ。 
　中国の有名なネット言論人の安替氏によれば、既成メディアは当局の考えに縛られるが、ネット上の議論は百花斉放である。中国政府の監視が及びにくいツイッターが今では世論を導く。 
　北京の米国大使館はすでに毎月、影響のあるブロガーらを招き、大使との意見交換をしている。オバマ大統領の意向だという。 
　日本も官民で中国国民に直接働きかける外交を試みていきたい。 
二、万博公園冬景色―アジアの未来を示す街に
2011年1月9日
　初春の大阪・千里、日本万国博覧会記念公園はEQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(かんぷう),寒風)のなかだ。 
　「人類の進歩と調和」をテーマに１９７０年、万博が開かれた。太陽の塔近くのＥＸＰＯ’７０パビリオンが、６４２１万人を集めた４０年余前の熱気を伝える。電気自動車、動く歩道、ワイヤレスフォン……万博で生まれた製品類を紹介している。 
　その館を一歩でると、人影はまばらだ。万博の施設を転用した遊園地エキスポランドに遊具類は見当たらない。０７年に乗客が死亡する事故があり、客足がEQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(げきげん),激減)して、経営破綻（はたん）した。 
　公園の中央にある国立民族学博物館は昨年、生みの親を亡くした。千里を「知的生産の拠点に」と、創設に奮闘した初代館長のEQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(うめさおただお),梅棹忠夫)さんだ。 
　世界各地の文化を先鋭的に展示したユニークな施設は、すっかりこの地にとけ込んだが来訪者はだいぶ減った。開館翌年の７８年に６０万人を記録したのだが、近年は３分の１ほど。行政改革の余波で研究者の数も絞られた。 
　公園に近い千里ニュータウンは、来年、街開きから半世紀を迎える。 
　日本の大規模住宅地開発のさきがけとなり、高度成長を支えたサラリーマンらが入居した街は、一斉に高齢化が進む。人口はピーク時から３割減り、今や３人に１人近くがお年寄りだ。 
　大阪や関西の先頭を走った千里の今は、地域の苦境を映す鏡でもある。 
■少子高齢化の先端社会 
　中国・上海で昨年催された万博には７３０８万人が入場し、大阪万博の記録を塗り替えた。中国の国内総生産は昨年、日本を抜いたとみられる。 
　世界中から人と資本があつまる活況の上海に対し、大阪は昨今、負け組の代表の観がある。「日本経済は大阪の二の舞いになるのか」という特集が雑誌で組まれ、デフレ最前線の街として米紙にルポされる。 
　確かに、域内総生産や事業所数、失業率など各種の指標は大阪の地盤沈下を如実に示す。なかでも現役世代の減少が全国一というところがつらい。出生率が低いところに、本社機能の移転などの社会減も大きい。 
　関西全体でも人口は他地域より速く減る。２００５年から２５年までの間に１割近く減ると予想される。 
　しかし、４０年後の上海万博EQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(あとち),跡地)に、千里より美しい光景が広がっている保証はない。好況もいつかは終わる。一人っ子政策をとってきただけに、高齢化の影響は日本以上に大きくなるだろう。中国以外のアジアの国々でも、少子化のEQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(きざ),兆)しははっきり見えている。 
　とすれば、千里のありさまは大阪と関西の、そして日本の将来を先取りしているだけでなく、中国やアジアの未来の姿を示しているのではないか。 
■千里ブランドを見直す 
　その千里では高齢化社会へ向けたさまざまな取り組みが始まっている。 
　拠点の一つは「近隣センター」だ。建設当時、数千人規模の団地ごとに、商店や幼稚園、銭湯などの施設を徒歩圏に集めた。その後、大規模スーパーが進出し、車社会が到来した。多くの商店は閉鎖され、衰退した。 
　そんな空き店舗を利用して、住民らが運営するカフェができ、出会いの場となっている。そこから、「千里グッズ」の制作・販売や竹林の保護に取り組むグループが生まれ、大学の研究室や留学生との交流も始まった。 
　集合住宅の建て替えで、子育て世代の入居もあり、お年寄りと子供らがふれあう場を設ける試みも模索されている。徒歩圏が見直されている。 
　地元の吹田市は、ニュータウンと万博公園、太陽の塔をあわせて世界遺産の登録をめざす大風呂敷を広げた。 
　共通するのは、千里の良さをもう一度見つめ直そうというまなざしだ。 
　潜在力は高い。万博にあわせて道路や鉄道が整備され、緑豊かな自然が残る。大阪大などの教育・研究施設は多く、高水準の医療機関もある。 
　そうした資源は、時代に合わせて有効に活用されてきたわけではない。 
　万博公園が、地元市や地域住民との十分な意思疎通を通して運営されてきたとは言い切れない。大学や博物館と住民らが機能的なネットワークを築いているとも言い難い。 
　関西全体に通じる話だ。首都圏に次ぐ経済規模があり、歴史的資産や都市基盤に恵まれてきたから、これまではお互いに連携し課題にあたるという気風に乏しかった。 
■持てる資産を生かし切る 
　人口減少に伴う需要減を補うには、たとえば、外国人に来てもらい、ものを買ってもらうことだ。 
　京都の祇園、奈良の東大寺、神戸の北野坂……。関西には、有力な観光資源が目白押しである。それを有機的に組みあわせれば、大きな効果を発揮するだろう。力の入れどころだ。 
　大学の多い土地柄で、留学生も多い。就職先が見つからず帰国する若者たちを、積極的に雇用したい。民間の力で発展し、外国人も多く住んできた関西が全国に先んじたい。 
　人が減ることは悪いことばかりではない。ゆったり暮らせるし、電車や空港の度を越した混雑もない。外国人を受け入れる余地も大きいはずだ。 
　東京やアジアの他の都市に負けない魅力や住みやすさ、食事のおいしさを追求することが肝心だ。それが客を呼び込む力となり、アジアの将来のモデルにつながるだろう。 
三、米中首脳会談―次の３０年を見据えて歩め
2011年1月21日
　対立は対立として認めて、関係修復を演出する。双方の思惑どおりの首脳会談だった。 
　ホワイトハウスの庭に礼砲がとどろき、国賓として米国を訪問した中国の胡錦濤（フー・チンタオ）国家主席は、最大限の歓迎を受けた。オバマ大統領は家族と暮らす居住棟での夕食にも招いた。 
　今回の訪米を、オバマ氏は「今後３０年間の基盤を作りうる」とたたえた。米中両国が国交樹立した１９７９年にトウ（トウは登におおざと）小平（トン・シアオピン）氏が訪米し、以後３０年余の関係を築いた。その歴史に習おうというのだ。胡主席も「前向きで協調的、かつ包括的な関係を進める」と語った。 
　発表された共同声明は、宇宙開発の協力からスーダン和平まで４１項目にわたる。だが、オバマ大統領が０９年秋に訪中した際のような米中主導（Ｇ２）時代の到来を唱える声は聞こえてこない。この間の米中関係は、きしみばかりが目立った。 
　オバマ政権は発足当初、中国との「戦略的信頼の確立」を掲げ、中国が「責任ある大国」としての役割を果たすことに期待を寄せた。 
　しかし、米国が思い描いた図式に、中国は簡単には乗らない。気候変動問題では「途上国の立場」に回り、米国の意気込みは空振りした。オバマ政権が台湾への武器売却の方針を維持したことには、報復措置をとった。 
　今回の会談でも、人民元切り上げや人権問題は平行線のままだった。胡主席は「お互いが選んだ発展の道筋と核心的利益を尊重すべきだ」と、原則的な姿勢を変えなかった。 
　それでも、共同声明は北朝鮮のウラン濃縮計画に「懸念」を明記した。人権対話も再開される。小さい一歩だが、前進と評価したい。 
　価値観や政治体制が異なる国が協調するのには、おのずから限界がある。急速に台頭する大国と、長年ナンバーワンの大国が、ライバル関係になるのは当然かもしれない。同時に、両国は急速に相互依存を深めつつある。多様な利害が絡まり合う「複雑な関係」（オバマ氏）だから、トップ同士で共通の利益を確認しあう必要がある。 
　オバマ氏は「中国の平和的台頭は米国や世界にとって良いことだ」と述べた。ここでいう「平和的台頭」路線を打ち出したのは胡主席である。だが、空母の建造など軍備増強を進める意図は不透明だ。協調路線を歩む決意を、中国は行動で示すべきだ。成長を維持するには、平和な環境が絶対条件ではないか。 
　超大国が食糧やエネルギーの争奪戦を繰り広げたのでは、地球の資源はもたない。核軍縮から温暖化対策まで、米中両国が協力しなければ対応できない課題は多い。３０年先を見据えて、グローバル時代の超大国として信頼を集める関係を築いてほしい。 
日中ＧＤＰ逆転―共に豊かさを問う時代
　経済力の指標が３位から２位になる中国の姿は、約４０年前の日本と重なる。躍進の中で、豊かさを問い直すうねりも本格化するだろう。 
　「くたばれＧＮＰ」という連載を朝日新聞が始めたのは、１９７０年５月だった。いざなぎ景気の終末期。大阪万博が開かれていた。 
　その２年前に国民総生産（ＧＮＰ）で西ドイツを抜き自由経済圏で２位に躍り出た。浪費、公害、過労、過疎など成長の暗部をえぐった連載の初回には「ほかに社会の豊かさをはかる物差（ものさし）はないのか」とある。 
　間もなくニクソン・ショック、石油ショックに見舞われて日本経済は減速。所得倍増論のプランナー下村治氏は「環境が変わった以上、ゼロ成長しかない」と喝破した。だが、為政者も国民もそこまで達観できず、国債増発や土地の高騰まで甘受しつつ成長にこだわった。その指標は、９３年から国内総生産（ＧＤＰ）になった。 
　旧ソ連を抜いて世界第２位になる一方でバブルが崩壊。公共事業に偏った景気対策の連発や税収不足などで国債は増発の一途をたどる。残高は今やＧＤＰの２倍に近い。 
　成長力が弱く、デフレから抜けられない。「成長戦略」はできたが、その効果はあいまいだ。経済全体のパイを大きくするだけでなく、生活の質や安心こそ大切ではないか、との問いは膨らむばかり。だが、それに答えるはずの税財政、社会保障の抜本改革は、いっこうに進まない。 
　こうした日本の状況は、中国の人々が今後の進路を考える上で大いに参考になるに違いない。 
　中国のＧＤＰも１人当たりでは日本の１０分の１だが、ここまで来ると生活の「質」への要求が高まる。自動車が飛ぶように売れる半面、自由や公正、環境、安心への要求が政治を揺さぶることは日本で経験済みだ。政治への圧力をEQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(やわ),和)らげるためにも、中国は年８％以上の高度成長を維持しようとしているようである。 
　中国はいずれ経済超大国になろう。だが、格差の拡大や非効率な投資、環境汚染など経済のひずみが蓄積され、日本のようなバブル崩壊から停滞に陥る恐れもある。だからこそ、高い成長を追い求めるだけでは危うい。 
　国民生活の安定を図り、均衡のとれた発展の道を歩むことが必要だ。それには政治と経済の両分野にわたる民主化が避けて通れない。共産党と政府が経済運営の全責任を負う方式を改め、企業の自律や個人と家計の選択の自由を拡大することだ。 
　真の豊かさとは何か。日本が答えあぐねてきた問いを、中国もまた自問してゆくのだろう。その先に、成熟へ向かう中国と日本、そして世界の新しい関係が描かれる。 
四、中国国防費―不透明さが懸念を呼ぶ
2011年3月5日
　中国の２０１１年の国防予算は、６０１１億元（約７兆５千億円）に上ることが明らかになった。１０年の実績と比べて１２．７％も増えるが、中身は相変わらず不透明なままで、近隣諸国の懸念はつのるばかりだ。 
　きょう開幕する全国人民代表大会（全人代）の報道官をつとめる李肇星前外相が記者会見で説明した。 
　李氏は予算増の理由として、装備増強や軍事訓練増加、軍人の待遇改善などをあげた。 
　インドの記者からは国防費増加は隣国への圧力になるのではないかとの質問が出たが、「国内総生産（ＧＤＰ）比で２％以下で、多くの国より低い」と述べた。そのうえで「防御的な国防政策を実行しており、どの国にも脅威とならない」と話した。 
　中国は空母建造など海軍を増強するだけでなく、ステルス戦闘機や高性能ミサイルの開発によって空での存在感も強めている。そういう現実を踏まえれば「脅威とはならない」という簡単な説明では、対外的に説得力はない。 
　李氏は「国防予算は法に基づき全人代の承認を受け、執行にあたっては国家と軍隊の監督を受けている」とも述べる。だが実のところ、中国国民のほとんども実態を知らない。 
　政府の収入と支出について、予算案や審議の過程、執行状況が公開される民主国家とは違い、中国では国防予算だけでなくすべての予算が不透明さに包まれている。国防費に研究開発費や海外からの装備購入費などは含まれておらず、米国からは実際の国防費は２倍以上との見方が出ている。 
　中国では、８９年の天安門事件で傷ついた軍の威信は、海外や災害などでの活発な活動により、国内でかなり回復している。軍服姿でホテルのレストランで飲食したり、百貨店で買い物をしたりしても問題にならない。軍と民の関係は日本では考えられないほど強いのだ。 
　軍が主導する膨大な費用のかかる宇宙への進出も、誇りに思う人が多い。だから、国外からのような厳しい視線は見られず、国民から国防予算への批判はほとんど聞かれない。 
　そんな国民感情を背景に、右肩上がりの経済成長をバネとして、中国の国防費は当面伸び続けるだろう。 
　その結果、アジアの隣国では中国脅威論が高まるだろうし、対抗して軍事強化を図っている国も少なくない。 
　尖閣諸島沖の事件や南シナ海での摩擦などの後に再び強調されるようになった「中国平和発展論」も、まともに受けとめられなくなるだろう。 
　中国の目覚ましい発展は、平和な周辺環境があってのことだ。軍事力強化はそんな環境を台無しにし、結局は不利益を招きかねない。地域の大国としてその大局を見通してほしい。  
五、中国全人代―民意ほほ笑む国造りを

2011年3月7日

　中国は軍事費だけでなく経済力も米国に次ぐ位置を占めることになった。世界が気にせざるを得ないこの大国の行方を示す、年に１度の全国人民代表大会（全人代）が開かれている。 
　第１２次５カ年計画を審議する節目の大会でもある。温家宝（ウェン・チアパオ）首相は５日の政府活動報告で、今後５年の間に「経済体制の改革を大いに推し進め、政治体制改革を積極的かつ着実に行う」と述べて、政治改革への意欲を示した。 
　「権力が極度に集中しながら制約されていない状況を是正する」とも温首相は語り、共産党体制の根本的な問題を指摘した。 
　しかし、政治改革で具体的な提起がほとんどなかったのは残念だ。 
　中国では、当局側が開発事業のため違法な土地収用をしたり、住民に立ち退きを強制したりすることが増えている。国民と当局の衝突事件は年に１０万件ともいわれる。 
　高速鉄道網整備にすご腕を振るってきた鉄道相が収賄と伝えられる容疑で最近解任されるなど、幹部の腐敗はますます深刻になっている。幹部の家族が権力に便乗して暴利を得る例もこれまで以上に目立つ。 
　これらの不正は、貧富の格差拡大とともに、国民の大きな不満だ。しかし党の指導がすべてに優先するという体制が続く限り、権力は公正には監視されまい。 
　だから、ノーベル平和賞を受けた劉暁波氏らは弾圧されるのを覚悟のうえで、党の独裁に反対する「０８憲章」を発表したのだった。各地で起きる衝突でも党への不満が訴えられる。 
　チュニジアのジャスミン革命にならい、中国語で「茉莉花（モーリーホア）革命」という活動も始まった。１党体制のEQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(だは),打破)や司法の独立などを求めて、インターネットなどで集会が呼びかけられている。 
　きのうの日曜日は約４０の都市で集会が予定されたが、当局は当然のように厳しく取り締まった。集会どころか、散歩したり、ほほ笑んだりするのも許されなかったところもあったようだ。 
　全人代で要人が集まっている北京は制服と私服の警察官であふれ、警備車両があちこちに配置された。国防費だけでなく、治安維持費も急増していると実感させる光景だった。 
　厳しい取り締まりに加えて、経済成長で増える中間層は保守的なため、茉莉花革命は実際には起きない、との見方が中国では一般的だ。 
　しかし、経済の高度成長がずっと続く保証はない。一人っ子政策のため生産年齢人口の増加が鈍り、２０１５年ごろに減少に転じると見られる。 
　そもそもカネとモノだけを大切にするような社会は異常である。様々な民意が重んじられ、表現の自由が保たれるのが豊かな社会だ。世界第２の大国に、ぜひそうなってもらいたい。
六、米中戦略対話―「人権」進展なかったが
2011年5月12日

　第３回米中戦略・経済対話が終わった。 
　中国の人民元と人権問題が争点になると見られたが、いずれも突破口を開くには至らなかった。ただ、初の「戦略安全保障対話」など、米中協調を内外に発信する対話の場としての存在感は強まったといえよう。 
　経済対話の成果としては、持続可能な成長をめざす「包括的な枠組み」が発表され、米中をグローバル経済に重要な影響力を持つ「世界最大の二つの経済体」と位置づけた。 
　大国の責任を自覚していると中国がみずから認めたものとして、これを受けとめたい。 
　過小評価との批判が絶えない人民元については、中国は為替レートの弾力性を高めることを約束した。米国からすれば、人民元の着実な切り上げ表明として受け入れられるものだ。 
　これに対し、米国は為替レートの過度の変動を警戒すると応じた。膨大なドル資産を持つ中国は急激なドル安展開を恐れていた。米中は双方の通貨に言及することで、対立の激化を何とか回避したとはいえる。 
　しかしながら、米中間のトゲである中国の人権問題で進展がなかったのは、極めて遺憾だ。 
　中国ではこのところ、著名な芸術家である艾未未（アイ・ウェイウェイ）氏ら民主・人権活動家が相次いで自由を奪われている。バイデン副大統領やクリントン国務長官ら米側は中国の人権状況に警告や懸念を表明したが、中国側はまともに受けとめなかった。 
　中国は人権を多岐にわたる米中間の問題の一つに抑えこみたいのだろうが、それでは米国民の信頼と理解は得られまい。 
　一方で、初めて開いた「戦略安全保障対話」は、誤解に基づく衝突などを防ぐための信頼醸成を目的としていて、国防・外交当局者以外に軍幹部も参加した。クリントン氏は「両国関係を計り知れないほど強化するものだ」と高く評価した。 
　そのうえで、南シナ海の海洋権益をめぐる対立などを念頭に、アジア太平洋地域の共通の利益と課題についての協議を始めることになった。 
　米中はこのほかにも、バイデン氏訪中や習近平・国家副主席訪米など外交日程がぎっしりつまっている。 
　両国関係の盛んな展開を受け、日本はどう動いていくか。月内には日本で日中韓首脳会議がある。フランスではサミットが開かれる。大震災や原発事故への対応に追われる菅直人首相だが、これらを日本復興への決意を示す、外交再起動の契機としてもらいたい。
七、日中韓協力―震災での絆を土台に
2011年5月23日
　領土問題や歴史認識をめぐって、きしみがちな関係も、東日本大震災で改めて気づかされた「隣国の絆」を土台にすれば、豊かな協力の実りにつながる。 
　こんな思いを、東京で開かれた日中韓サミットで強くした。 
　４回目の今回は、日本の復興を支援し、防災や原子力安全の分野で協力を強めることをうたう首脳宣言を発表した。 
　中国の温家宝（ウェン・チアパオ）首相、韓国の李明博（イ・ミョンバク）大統領は会議に先立ち、菅直人首相とともに福島市の避難所で被災者を見舞った。風評被害に悩む福島県産の農産物を笑顔で頬張っても見せた。 
　原発事故はいまだ収束せず、余震が続く中での訪問である。日本の安全性を世界に訴えたい首相の強い働きかけがあったにせよ、両首脳とも危機に立つ日本との関係を重視した判断だったに違いない。 
　両国は震災の発生直後から、日本に救援チームを送り、毛布や食料、ガソリンなどの物資を提供した。支援の輪は市民レベルにも広がり、募金活動やチャリティーコンサートなどが各地で催され、日本の人々を励ましてくれた。 
　日本は戦後、両国に対し、経済支援や災害時の救援活動を重ねてきた。今度は「日本が助けられる」番だった。こうした経験を通じて、３国は隣国として「お互いさまの関係」を一歩深化させたといえる。 
　新たな協力分野として、原子力の安全対策はとくに重要だ。いま韓国は２１基、中国は１３基の原発を運転している。両国ともさらに、電力に占める原発の比率を高めていく計画だ。 
　原発事故による放射能汚染の被害は、１国だけにとどまらない。一衣帯水の隣国同士であれば、なおさらである。 
　福島の事故の教訓をしっかりと共有し、それぞれが安全対策に万全を期すことが肝心だ。同時に、緊急時の相互通報の仕組みも整えておく必要がある。 
　広大な国土を持つ中国には、太陽光や風力発電の巨大な潜在力がある。今後は日本が韓国とともに、中国での自然エネルギー開発を進める技術支援をする道もあろう。 
　菅政権の成長戦略の柱だった外国人観光客の誘致や農産物の輸出は、原発事故で強い逆風にさらされている。 
　温首相が今回、日本からの食品輸入規制の一部緩和や日本への観光ミッション派遣を発表したとはいえ、前途は険しい。 
　日本の復興にとって、成長するアジアの需要を取り込むことは不可欠だ。日中韓の協力関係をそのテコにしよう。 
八、南シナ海―多国間の枠組み支援を
2011年6月27日

　強大になる一方の隣国とどう折り合ってゆくか。経済の依存は深まり、安全保障面では圧力が強まる――。頭を悩ますのは日本だけではない。 
　ベトナムで反中国デモが繰り返されている。EQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(がいとう),街頭)活動を厳しく制限してきた一党独裁下では極めて珍しい光景だ。 
　先月下旬、ベトナム沿岸に近い南シナ海で、中国船がベトナムの石油探査船の調査ケーブルを切断したことがEQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ほったん),発端)だ。 
　ベトナムは、中国船が自国漁船に発砲するなど侵犯行為を重ねていると主張する。当局はデモを黙認しているのだ。 
　フィリピンもスプラトリー（南沙）諸島の自国領に中国が建造物を構築したと抗議した。 
　中国はかねて、石油資源などが期待される南シナ海の大部分の領有権を主張してきたが、経済発展とともに軍事費を増大させてきた近年、より強硬な形で他国を牽制（けんせい）するようになった。 
　それは尖閣諸島をはじめとする東シナ海と似た構図だ。 
　中国との紛争をたびたび経験してきたベトナムは潜水艦を購入するなど軍備を増強し、海上での実弾演習を実施した。 
　これに対し中国でも反ベトナム感情が高まっているという。 
　中国と東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）は２００２年、南シナ海の領有権の平和的解決をうたった「行動宣言」に署名した。ＡＳＥＡＮは法的拘束力を持つ「行動規範」への格上げをめざすが、集団交渉を避けたい中国は二国間協議を求める。 
　米国も「航行の自由は国益」として、南シナ海情勢に関与する構えだ。クリントン国務長官は、中国の動きを「地域に緊張をもたらす」と批判した。 
　米国はフィリピン、ベトナム両政府と協議したうえで、中国との直接協議に臨んだ。 
　日本の船舶にとっても重要な海上交通路にあたる。 
　ＡＳＥＡＮ各国は、尖閣諸島や日本近海での日中のせめぎ合いを注意深く見ている。日本としても南シナ海情勢により大きな関心を寄せる必要がある。 
　圧倒的な軍事力を持つ中国には、行動宣言の精神を尊重し他国への挑発を慎むよう求めなければならない。ＡＳＥＡＮ各国には、軍拡はいたずらに緊張を高めると指摘したい。 
　海洋資源については、領有権を棚上げし、関係国が共同開発を模索するしか道はなかろう。 
　日本も加わるＡＳＥＡＮ地域フォーラムが来月に、米国とロシアが初参加する東アジアサミットは秋に予定されている。行動規範の策定を後押しし、多国間の枠組みを支援したい。
九、中国共産党―「世界最大」の度量示せ
2011年6月30日

　おしゃれなカフェやレストラン、個性を競うブティックが軒を連ねる上海の新天地は、中国を代表する繁華街の一つだ。 

　中国共産党は今から９０年前の７月、ここで初の大会をEQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ひみつり),秘密裏)に開いた。当時の党員は５０人余りとされ、十数人が参加した。 

　１９４９年の建国までの、苦難の連続。その後の大混乱。内戦や抗日戦、権力闘争、そして飢餓により、おびただしいEQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(じんめい),人命)が失われた。党の歴史上、汚点となった事件も少なくない。 

　しかし、中国はこの３０年、高成長を続け世界第２の経済大国になった。旧ソ連や東欧の社会主義国がEQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(た),立)ちEQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ゆ),行)かなくなったのとは違い、大胆に改革開放政策を採用し、市場経済を導入した党の役割は特筆すべきだろう。 

　発展の勢いに乗って、五輪や万博も成功させた。７月１日の結党記念日を前に、北京―上海間１３１８キロを５時間足らずで結ぶ高速鉄道も営業を始める。 

　しかし、８千万人を超えた党員のすべてがお祭り気分でいるわけではない。そして多くの市民はむしろ、さめている。 

　労働者や農民の側に立ち、各民族の利益を代表し、人民に奉仕するのが結党の理念だった。だが、現実はそうではない。 

　改革開放は沿海部から始まり富裕層が生まれた。党の権威を背にした国有企業の経営者や、党との関係を使って商機を広げた民間経営者はEQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(きょまん),巨万)のEQ \* jc2 \* "Font:MS Mincho" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(とみ),富)を得た。彼らの子供は「富二代」と呼ばれ、七光りで豊かになる。党官僚は権力をカネに換える。 

　しかし、多数はそんな世界とは無縁だ。ささやかな豊かさを時に感じつつも、絶望的な不公平感を抑えることはできない。 

　賃上げや土地収用をめぐり当局から弾圧を受けているのは、主人公であるべき農民や労働者だ。こんな矛盾をつくるために党があるわけではあるまい。 

　農民らは党を打倒するつもりはなく、小さな権利の保障を願っているのだ。だが、今の事態を放置すれば体制を脅かすことにもなりかねない。 

　社会のゆがみの原因は、政治体制の改革に本腰を入れてこなかったため、党をチェックする仕組みが弱いことだ。党員の犯罪はまず党機関が捜査し、司法にゆだねるかどうかを決める。第三者の目は届かない。 

　やはり複数政党制が望ましいのだが、党がそこに踏み込むことは近い将来なかろう。ならば非党員を司法、警察、治安部門で大胆に起用してはどうか。党の権威が冒されるという反発が予想されるが、社会の安定を保つには必要だろう。世界最大の党の度量に期待したい。 
一〇、レアアース―ＷＴＯ通じた解決を

2011年7月17日
　ハイテク部品に欠かせない鉱物資源のレアアース（希土類）について、生産量で圧倒的なシェアを握る中国が輸出を制限している。国際相場の暴騰や品不足を招いており、ハイテク製品を産業の柱とする日本は特に大きな影響を受けている。 

　どう解決していくか。 

　ひとつの筋道は、世界貿易機関（ＷＴＯ）だ。ＷＴＯの紛争処理小委員会（パネル）はこのほど、中国による鉱物資源の輸出制限をＷＴＯ協定違反だとする報告書を発表した。対象となった品目にレアアースは含まれていないが、輸出制限の構図は同じであり、パネルの判断から戦略を構築していきたい。 

　モノの貿易に関するＷＴＯの協定では、資源や環境の保護などでやむを得ない場合、国内への供給も絞るなら、輸出制限を認めている。今回、紛争となった鉱物資源をめぐって、中国はこの例外規定を理由にしているが、輸出を抑えた分を国内に回していた。環境を守る措置も不十分だった。 

　輸出制限は鉱物資源だけでなく、農産物などにも広がる懸念があった。今回けじめをつけなければ自由貿易体制が揺らぐという危機感も、パネルにはあったのではないか。 

　中国はパネルの結論に従い、是正に動くべきだ。 

　ただ、中国は上級審に上訴する可能性が高い。その場合、日本は米国や欧州連合（ＥＵ）などの提訴国と協調し、中国に改善を求めていくことが必要だ。 

　日本は利害関係をもつ第三国としてパネル審理に加わったが、提訴国ではなかった。過去に中国をＷＴＯに提訴したこともない。だが日本も、ＷＴＯの紛争処理プロセスによる解決をためらうべきではない。今や相手は世界第２の経済大国だ。 

　中国は資源の囲い込みで、レアアースが必要な外国企業を誘致し、技術の移転を狙っているようだ。しかし、技術移転は自由貿易を尊重したうえでのことだ。国際社会は厳しく監視していかねばならない。 

　レアアース問題に対処するもうひとつの道は、調達先の分散である。中国以外での資源確保を急ぐとともに、家電や自動車などの廃棄物からのリサイクルを徹底していかねばならない。ありふれた物質で代替する「元素戦略」も進めたい。 

　東大などの研究チームが太平洋中部の海底にレアアースを豊富に含む泥の層を発見したことも朗報だ。課題は山積みだが、国際ルール作りや採取コストを低減させる技術開発など、多角的に貢献していきたい。 
十一、原爆投下と原発事故―核との共存から決別へ
2011年8月6日
　人類は核と共存できるか。 

　広島にEQ \* jc2 \* "Font:MS Gothic" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(げんばく),原爆)が投下されて６６年の夏、私たちは改めてこの重く難しい問いに向き合っている。 

　被爆体験をもとに核兵器廃絶を世界に訴えながら、核の平和利用を推し進める――。 

　核を善悪に使い分けて、日本は半世紀の間、原子力発電所の建設に邁進（まいしん）してきた。そして福島第一原発で制御不能の事態に陥り、とてつもない被曝（ひばく）事故を起こしてしまった。 

■平和利用への期待 

　こんな指摘がある。 

　日本は、広島・長崎で核の恐ろしさを身をもって知った。なのにその経験を風化させ、いつしか核の怖さを過小評価したために再び惨禍を招いたのではないか。 

　歴史をさかのぼってみる。 

　かつては被爆者自身も核の平和利用に期待を寄せていた。 

　１９５１年、被爆児童の作文集「原爆の子――広島の少年少女のうったえ」が刊行された。平和教育の原典といわれる本の序文で、編纂（へんさん）した教育学者、故長田新（おさだ・あらた）さんは書いている。 

　「広島こそ平和的条件における原子力時代の誕生地でなくてはならない」 

　長田さんのEQ \* jc2 \* "Font:MS Gothic" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(よんなん),四男)で、父とともに被爆した五郎さん（８４）は当時の父の心境をこう解説する。 

　原爆の非人道性、辛苦を克服しようと父は必死に考えていた。原爆に使われた技術が、平和な使途に転用できるなら人間の勝利であると――。 

　平和利用への期待は、被爆体験を省みなかったためではなく、苦しみを前向きに乗り越えようとする意思でもあった。 

　５３年１２月、アイゼンハワー米大統領の演説「原子力の平和利用」を機に、日本は原発導入に向け動き出す。５４年３月、日本初の原子力予算が提案された。 

　その２週間後、第五EQ \* jc2 \* "Font:MS Gothic" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ふくりゅうまる),福竜丸)が水爆実験の「死の灰」を浴びたことが明らかになる。原水爆禁止運動が全国に広がったが、被爆地の期待も担った原発が後戻りすることはなかった。 

■影響の長期化は共通 

　それから５７年――。 

　広島、長崎、第五福竜丸、そして福島。ヒバク体験を重ねた日本は、核とのつきあい方を考え直す時に来ている。それは軍事、民生用にかかわらない。 

　放射線は長い年月をかけて人体にどんな影響を及ぼすのか。原爆についていま、二つの場で議論が進む。 

　一つは原爆症認定訴訟。国は２００９年８月、集団訴訟の原告と全面解決をめざす確認書をかわし、救済の方針を示した。 

　しかし昨年度、認定申請を却下された数は前年の倍以上の５千件に及んだ。多くは原爆投下後、爆心地近くに入り被爆しても、放射線と病気との因果関係が明確でないと判断された。 

　被爆者手帳をもつ約２２万人のうち、医療特別手当が受給できる原爆症に認定された人は７２１０人と３％強。前年の２．８％から微増にとどまる。 

　もう一つの場は、原爆投下後に降った黒い雨の指定地域を広げるかどうかなどを考える厚生労働省の有識者検討会だ。 

　広島市などの調査で、放射性物質を含んだ黒い雨の降雨地域が現在の指定地域の数倍だった可能性が浮上した。指定地域にいた人は被爆者援護法に基づく健康診断などを受けられる。 

　健康不安に悩む多くの住民の声を受け、国は指定地域を科学的に見直す作業を続けている。 

　一方、原発事故が起きた福島では長期にわたる低線量放射線の影響が心配されている。 

　福島県は全県民を対象に健康調査に着手した。３０年以上にわたって経過を観察するという。 

　まず３月１１日から２週間の行動記録を調べ、場所や屋外にいた時間などから被曝線量を推計する。 

　EQ \* jc2 \* "Font:MS Gothic" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ひばく),被爆)とEQ \* jc2 \* "Font:MS Gothic" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ひばく),被曝)。見えない放射線の影響を軽減するため、息の長い作業が続く点が共通する。 

■次世代への責任 

　核エネルギーは２０世紀の科学の発達を象徴する存在である。 

　私たちは、一度に大量の人間を殺害し、長期にわたって被爆者を苦しめてきた核兵器の廃絶を繰り返し訴えてきた。 

　世界各国に広がった原発も、同じ燃料と技術を使い、危険を内包する。ひとたび制御を失えば、人間社会と環境を脅かし続ける。その安全性のもろさが明白になった以上、原発から脱却する道も同時に考えていかなければならない。 

　世界には推定で約２万３千発の核弾頭がある。原発の原子炉の数は約４４０基だ。 

　道のりは長く、平坦（へいたん）ではないだろう。核被害の歴史と現在に向き合う日本が、核兵器廃絶を訴えるだけではなく、原発の安全性を徹底検証し、将来的にゼロにしていく道を模索する。それは広島、長崎の犠牲者や福島の被災者、そして次の世代に対する私たちの責任である。 

　核との共存ではなく、決別への一歩を先頭を切って踏み出すことが、ヒバクの体験を重ねた日本の針路だと考える。
十二、防衛白書―中国への警戒と課題と
2011年8月8日

　民主党政権になって２度目の防衛白書が公表された。 

　東日本大震災の救援活動の特集を組み、自衛隊員の活動ぶりを詳しく伝えるなど、国内外の安全保障上の課題や動きを幅広く紹介している。 

　なかでも、昨年末の防衛計画の大綱の見直しを受け、政府が今後、どのような政策を推し進めるのかの説明に重点を置いている。 

　新大綱はとりわけ、中国の動向を意識し、自衛隊の機動性や即応性を高めるとともに、部隊を南方にシフトする南西諸島防衛重視の方針を打ち出した。これを反映して、白書も中国について最も紙幅を費やしている。 

　国連平和維持活動（ＰＫＯ）や海賊対処などの取り組みは評価している。一方で人権問題などを例に、中国の対外姿勢を初めて「高圧的とも指摘される」「今後の方向性に不安を抱かせる」などと表現した。 

　また、日本近海で頻発している艦船や航空機による摩擦の事例を詳しく列挙しつつ、南シナ海での領有権問題にも言及し、中国軍の動向を「国際社会にとっての懸念事項」と昨年に続き強い調子で指摘している。 

　軍事挑発を重ねる北朝鮮、哨戒活動を強めるロシアと比べても、警戒感は格段に強い。 

　もちろん中国の活発な海洋進出の動向は看過しがたい。 

　しかし、だからといって警戒心をあおるだけでいいのだろうか。こういう時だからこそ、お互いに信頼を醸成していくことこそが大切なはずだ。 

　白書には、各国との防衛交流や協力の解説もあるが、中国については通り一遍の経過説明にとどまっている。万一のトラブルをどのように避けるのか、その具体策も提示されていない。 

　昨年９月に尖閣諸島沖で起きた漁船衝突事件をきっかけに中断していた日中間の交流は、６月の防衛相会談で再開し、７月には次官級会談もあった。 

　しかし、両国の長年の懸案になっている、海上での艦艇同士のトラブルを防ぐための最小限の連絡体制さえ、いまだに構築できるメドが立たない。 

　菅直人首相は昨年、日中首脳会談で「戦略的互恵関係」の推進を確認した。ところが、白書では、これでもかとばかりに対中警戒感が強調されている。なんとも外交と軍事の方針の不一致が目立つのだ。 

　予想されるトラブルを回避し、問題が起きたらすぐに話し合える環境を整えておくことは急務だ。そんな政権の問題意識や意欲が、白書から伝わらないのが残念だ。 
十三、中国空母―今は「張り子の虎」でも
2011年8月17日
　中国初の空母が出航した。地元の大連だけでなく、中国各地で多くの人々が喝采した。 

　列強の侵略を受けた記憶がまだ生々しい中国だからこそ、強国の象徴として空母が国民から歓迎されるのだろう。 

　しかし、近隣国は心穏やかにはいられない。南シナ海の島々をめぐり、中国と領有権を争うベトナムなどからすれば、脅威と映るのは当然だ。 

　とはいえ、この空母は旧ソ連が１９８０年代に建造を始めたものの、崩壊とともに投げ出された旧世代の艦である。 

　全面的に改修されたようではあるが、艦載機はまだ配備されていない。エンジンやレーダーなどの性能を確認するのが当面の航行目的だ。 

　毛沢東はかつて、米国の原子爆弾を「張り子の虎」と呼んだ。これに倣えば、試験航行したばかりの空母も、今の段階では「張り子の虎」に過ぎないといえるかもしれない。名前もまだつけられていない。 

　問題は、中国が今後、空母をはじめとする海軍力をどのように展開していくかだ。 

　中国は経済発展とともに、世界中に「国益」を広げてきた。シーレーンや資源の確保のため、これまでも海軍力を目覚ましく増強させてきた。 

　公表されていないが、上海では初の国産空母を建造中だ。試験航行している空母のデータは国産空母に活用されるという。米軍空母も目標とできる対艦弾道ミサイルも開発中だ。 

　中国への警戒感から、東南アジア各国は米軍との共同軍事演習に力を入れるとともに、国防予算を増やしている。潜水艦や艦船の導入を急ぎ、装備の更新に余念がない。すでに空母を持つインドは新空母を建造中で、潜水艦の整備も進めている。 

　その一方で、各国とも中国との経済的な結びつきは強まるばかりだ。 

　中国をはじめアジアの経済は大きく発展しているが、国内の経済格差は拡大している。社会保障の充実やインフラ整備に注ぐべき財源を軍備拡張に多く費やすのはいかがなものか。 

　各国とも地道な外交努力を通じて信頼醸成をめざす道を優先させるべきだ。その際、圧倒的な力を持つ中国の責任の大きさを改めて指摘しておきたい。 

　日本も東シナ海で中国と対立している。南シナ海の情勢もひとごとではない。 

　日米同盟を軸にアジア諸国と協調しながら中国に向き合う。その基本線を押さえたうえで、中国との直接的な関係を深める努力もこれまで以上に必要だ。
十四、辛亥革命１００年―新たな日中交流の機に
2011年10月9日
　干支（えと）で辛亥（かのとい）の年にあたる１００年前の１０月１０日、中国の長江中流域、武昌で清朝に対する蜂起が勃発した。これが引き金になって、アジアで初の共和国である中華民国が誕生し、清朝は倒れた。辛亥（しんがい）革命である。

　革命を主導した孫文の理想は、民族、民権、民生という三民主義の実現だった。

　孫文はEQ \* jc2 \* "Font:宋体" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(えんせいがい),袁世凱)との対立、亡命などの苦闘を続けたものの、国民党による統一政権は見ることはできずに世を去った。遺言は「革命未（いま）だ成らず」だった。

　その国民党政権も共産党との内戦に敗れ、１９４９年に台湾に逃れる運命をたどった。

　そんな辛亥革命が１００年たっても輝きを失わないのは、やはり、中国大陸で連綿と続いた専制王朝を崩壊に導いたという歴史的意義があるからだろう。

　「革命の最も堅固な支持者であり、最も忠実な継承者」とする共産党は、台湾との統一を見据えて様々な記念行事を開く。

　しかし、孫文が訴えた民主制を求める「民権」や、行政と立法などの権力分立は受け入れていない。そこが健全な発展の足かせとなっていて、国民の不満の原因でもある。とても、革命の忠実な継承者とは誇れまい。

　一方で、台湾は民主化を果たした。民主化は言論の自由を保障し、野党からは「大陸で生まれた孫文と台湾は関係ない」との声も聞かれるほどだ。

　日本で辛亥革命が関心を集めるのは、多くの人々が幅広い支援をしたからだ。また、日本留学経験者が革命の主力を担ったことも注目される一因だ。

　しかし、現実の日中関係は昨年秋の尖閣諸島沖衝突事件の影響から抜け出せていない。

　菅直人・前首相は施政方針演説で「孫文には、彼を支える多くの日本の友人がいました」と語った。これは、革命１００年を日中関係改善の糸口にしたい意欲の表れだったのだろう。

　しかし、革命の日本人関係者には無私無欲の人もいたが、中国利権を目指した野心家が多かった。清朝への配慮などから当時の政府は孫文に冷淡だった。

　そして革命から２０年後には満州事変が起きた。日本は孫文の求めた「王道」ではなく覇道で中国を侵略した。

　そんな歴史をEQ \* jc2 \* "Font:MS Gothic" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ぎょうし),凝視)せず、辛亥革命のいいとこ取りをしただけでは、安定した友好関係は築けまい。来年は中華人民共和国と国交樹立して４０年を迎える。

　節目の年に次の１００年を視野に入れ、政府と民間は重層的な関係構築につとめるべきだし、大国の地位に戻った中国も未来志向で臨んでもらいたい。

